
（1）　人件費の状況（普通会計決算）

区　分 住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人 件 費 人件費率 (参考)16年度

（平成17年度末） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ の人件費率　

17年度 人 千円 千円 千円 ％

45,586 30,464,557 353,017 5,036,322 16.5 14.7

（2）　職員給与費の状況（普通会計予算）

区　分 職員数 一人当たり給与

Ａ 給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　 Ｂ 費　　　Ｂ／Ａ

18年度 人 千円 千円 千円 千円 千円

556 2,147,686 313,362 872,439 3,333,487 5,995

(注)　１　「職員手当」には、退職手当を含めない。

　　　２　「給与費」は、当初予算に計上された額である。

（3）　特記事項

（4）　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日）

(注)　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準
　　を示す指数である。

雲南市の給与・定員管理等について

給　　　　　　与　　　　　　費

・平成１８年４月１日から職員基本給を3～6％、期末勤勉手当を一律10％減額支給しています。
・市長、助役、教育長の給料をそれぞれ20％、15％、13％減額支給しています。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（1）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成１８年４月１日現在）

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

38歳8月 306,706 円 354,443 円

42歳6月 331,644 円 356,632 円

（2）　職員の初任給の状況（平成１８年４月１日現在）

雲　南　市 国

初任給 初任給

一般行政職 大学卒 165,094 円 170,200 円

高校卒 134,248 円 138,400 円

技能労務職 高校卒 134,248 円

　

（3）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１８年４月１日現在）

経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

一般行政職 大学卒 258,600 円 310,600 円 350,900 円

高校卒 226,800 円 266,200 円 318,900 円

技能労務職 高校卒 226,800 円 266,200 円 310,600 円

区　　　　　分

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手
　　　　当等の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされ
　　　　ているものである。

区　　　　　　分

(注)　１　「平均給料月額」とは、平成１８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の
　　　　平均である。

職　種

一般行政職

技能労務職



３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1）　一般行政職の級別職員数の状況（平成１８年４月１日現在）

区　　分 職員数 構成比

人 ％
15 3.9

人 ％
39 10.2

人 ％
126 32.9

人 ％
75 19.6

人 ％
41 10.7

人 ％
72 18.8

人 ％
15 3.9

(注）１年前の構成比における級区分は、下表のとおり該当年の旧区分を平成１８年の

　級区分に対応させたものである。

平成１８年の級区
分

１年前の級区分

１級 １級、２級

２級 ３級

３級 ４級、５級

４級 ６級

５級 ７級

６級 ８級

７級 ９級

標準的な職務内容

１級

２級
主任主事若しくは主任技師の
職務又はこれらに相当する職
務

主事若しくは技師の職務又は
これらに相当する職務

（注） １ 　「職員数」は、雲南市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

部長又はこれらに相当する職
務

次長、課長、専門官、室長若
しくは主査の職務又はこれら
に相当する職務

３級

４級

５級

６級

副主幹の職務又はこれらに相
当する職務

主幹の職務又はこれに相当す
る職務

統括主幹の職務又はこれに相
当する職務

７級

3.9 4.5
10.2 11.2

32.9 31.9

19.6 17.5

10.7 21.7

18.8
13.2
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４　職員の手当の状況

（1）　期末手当・勤勉手当

－

　 1,481 千円

（平成１７年度支給割合） （平成１６年度支給割合）

　期末手当 　勤勉手当 　勤勉手当

　3.0　月分 　1.45月分 　1.45月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職務の級等による加算措置

役職加算 5～15　％ 役職加算　 5～20％

管理職加算 10～25％

（2）　退職手当（平成１８年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23.50月分 30.55月分 勤続２０年 23.50月分 30.55月分

勤続２５年 33.50月分 41.34月分 勤続２５年 33.50月分 41.34月分

勤続３５年 47.50月分 59.28月分 勤続３５年 47.50月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額

1,461千円 25,778千円

国

国

(注)雲南市では、期末勤勉手当を一律１０％減額支給しています。

１人当たり平均支給額（平成１７年度）

雲　　　南　　　市

雲　　　南　　　市

　期末手当

　3.0　月分

(注)　　１人当たり平均支給額は、17年度に退職した職員に支給された退職
手
　　　当の平均額である。

　定年前早期退職特例措置（2～20％加算）　退職前の職責等に応じた調整額を加算

職制上の段階、職務の級等による加算
措置



（4）　特殊勤務手当（平成１8年４月１日現在）

千円

円

％

（5）　休日時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6）　その他の手当（平成１８年４月１日現在）

手　当　名
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給職員１人当た
り平均支給年額
(17年度)

配偶者 13,000 円 同じ － 円
2人まで(配偶者扶養) 6,000 円 217,672
1人(配偶者非扶養) 6,500 円
1人(配偶者なし) 11,000 円

その他 5,000 円

年度末)の子の加算 5,000 円

同じ － 円

173,026

交通機関利用者 異なる 円
　最高支給限度額 55,000円 140,898

交通用具(自動車等)使用者

　2km～24km以上

　4,000～26,500　　　円

同じ － 円

2,558,350

支給額 円

　部長級　給料月額×15％ 266,692

　次長級　給料月額×12％

　課長級　給料月額×10％

　主査級　給料月額× 8％

雲南市国民健康保険直営
診療所に勤務する職員

水道の検査又は滞納処分その他
水道業務に従事した場合

月額2,000円

月額3,000円

月額3,000円

行路死病人業務従事職員

医師、歯科医師等採用が困
難な職種に支給

左記職員に対する支給単価

専従職員 月額3,000円
専従職員以外 1日につき150円

作業１回につき2,000円

勤務1回につき2,000円

感染症防疫に従事した場合

行路死亡者等の死体処理に従事
した場合

放射線を取扱う作業に従事した
場合

生活保護法による保護業務に従
事した場合

主な支給対象業務
市税等の滞納整理業務に専従、

従事した場合

主な支給対象職員

収納管理課職員

住居手当

通勤手当

初任給調整
手当

管理職手当

千円

5,117

支給実績
(17年度)

内容及び支給単価

千円

64,109

交通用具の
区分及び距
離が異な
る。

借家・借間居住者
①家賃23,000円以下の場
　合：家賃－12,000円
②家賃23,000円を超える
　場合：11,000円＋1/2×
　(家賃－23,000円)
持家居住者
①新築・購入から5年間：
　2,500円

千円

19,379

特定期間(満16歳年度初めから満22歳

扶養手当 千円

65,084

手当の名称

税務手当

支給職員１人当たり平均支給年額(平成１7年度)

職員全体に占める手当支給職員の割合(平成１7年度)

147

36,750

0.7

支給実績（平成１7年度）

支　　　給　　　実　　　績

職員１人当たり平均支給年額

防疫等作業手当

死体処理従事手当

放射線取扱手当

福祉業務手当

企業手当 水道局職員

福祉事務所職員

感染症防疫従事職員

千円

31,203

１７年度

１６年度

110,060

190

181,792

309

支　　　給　　　実　　　績

職員１人当たり平均支給年額



同じ － 円
29,228

５　特別職の報酬等の状況（平成１８年４月１日現在）

市　長

助　役

議　長

副議長

議　員

市　長

助　役

議　長

副議長

議　員

市　長

助　役

（注）　（　）書きは、特例条例による減額前の額である。

　　（平成１８年度支給割合）

　　（算定方式・支給時期）

　

3.35月分期末手当

退職手当

712,000円

327,000円

1年につき給料月額×500/100　（在任期間ごと）

1年につき給料月額×300/100　（在任期間ごと）

306,000円

管理職員特
別勤務手当

区　　　　　分

給　　料

報　　酬

臨時又は緊急の必要その他
公務の運営の必要により週
休日又は休日に勤務した管
理職員に支給
　支給額（勤務1回につき）
12,000円以内(実働時間が6
時間を超える場合18,000円
以内)

給　料　月　額　等

（890,000円）

612,850円 （721,000円）

376,000円

千円
3,069



６　職員数の状況

（1）　部門別職員数の状況及び増減理由

（各年４月１日現在）

区　分

部　門 平成１8年 平成１7年

人 人 人

議　　会 7 6 1

総　　務 136 153 -17

税　　務 25 22 3

民　　生 103 101 2

衛　　生 59 60 -1

労　　働 6 5 1

農林水産 53 58 -5

商　　工 5 5 0

土　　木 50 47 3

小　　計 444 457 -13

教　　育 117 121 -4

警　　察 0

小　　計 117 121 -4

病　　院 8 8 0

水　　道 24 24 0

下 水 道 12 16 -4

そ の 他 9 11 -2

小　　計 53 59 -6

614 637 -23

(654) (654)  

（注）　１　職員数は、一般職に属する職員数である。

　　　　２　（　　）内は、条例定数の合計である。

合　　　計

一般行政部
門

特別行政部
門

公営企業等
会計部門

教育分室の廃止に伴う減

事業量減少に伴う減

総合ｾﾝﾀｰ機構改革に伴う土木部門増

総合ｾﾝﾀｰ機構改革に伴う減

滞納整理ｽﾀｯﾌの充実

総合ｾﾝﾀｰ機構改革に伴う民生ｽﾀｯﾌ充実

職　　員　　数 対前年増減
数

主　な　増　減　理　由

農業振興・農林土木業務縮小に伴う減



　 イ　平成１７年度職種別事由別離職者数

退職 退職 希望退職 退職 免職 免職 退職 の離職者

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

23 1 18 4 2

3 3

1 1

1 1

3 2 1

31 1 23 0 7 0 0 0 2 0

懲戒 失職 死亡 再任用後

区　分

部　門

合計 定年 勧奨 定年前 普通

計

分限

福祉職

幼稚園教育職

医療職

技能労務職

そ　の　他

一般行政職

　　　　５　「分限免職」とは、地方公務員法第２８条第１項の事由により分限処分を受けて離
　　　　　　職することをいう。

　　　　６　「懲戒免職」とは、地方公務員法第２９条第１項の事由により懲戒処分を受けて離
　　　　　　職することをいう。

　　　　７　「失職」とは、職員が法定の欠格事項（地方公務員法第１６条各号（第３号を除
　　　　　　く。）に該当する場合で行政処分によることなく当然に離職するもの）に該当して
　　　　　　離職することをいう。

　　　　８　「再任用後の離職者」とは、地方公務員法第２８条の４及び第２８条の５の規定に
　　　　　　基づき再任用され、その任期が満了したことにより離職することをいう。

（注）　１　職種区分は、「平成１８年度地方公務員給与実態調査」による。

　　　　２　「勧奨退職」とは、任命権者が人事管理上の目的から職員に退職勧奨を行い、これ
　　　　　　に応じて離職することをいう。

　　　　３　「定年前希望退職」とは、年度末年齢45歳から55歳までの者で、雲南市の早期退職特例
            制度の適用を受けて離職することをいう。

　　　　４　「普通退職」とは、自己都合により離職することをいう。



（3）　年齢別職員構成の状況（平成１8年４月１日現在）

%

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

区　分 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

職員数           

0 11 68 103 83 71 55 81 70 57 15 0 614

（4）　定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　 ア　定員適正化目標

　 イ　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）
（参考）

数値目標

( 34% ) -150

515

　　　　２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

平成16年11月1日 平成26年10月31日

数　値　目　標

　一般行政部門及び特別行政部門で１５０人の純減

計画期間

始期 終期

（計画前年） （１年目）部門

区分 平成16年 平成17年 平成18年

（２年目）

減　員 34 30

6 7

23

614

一般行政及び
特別行政の一
部

（注）　１　計画期間は、平成１６年～２６年の１０年間である。

職員数 665 637

差　引 28

増　員

51

13
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１　職員の勤務時間その他の勤務条件

（1）　職員の勤務時間（標準）

１週間の正規
の勤務時間

１日の正規の
勤務時間

開始時刻 終了時刻 休憩時間 休息時間

４０時間 ８時間 8:30 17:15 12:15～13:00
12:00～12:15
17:00～17:15

（2）　休暇の概要

種　類
年次有給休暇

公務傷病等休
暇

私傷病休暇

組合休暇

介護休暇

特別休暇

（3）　特別休暇の種類（主なもの）

　特別休暇は、選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故その他特別の事
由にがある場合に限って与える。

（参考）　雲南市職員の勤務時間、休暇等に関する条例・雲南市職員の勤務時間、休暇等
　　　　に関する規則

　職員が公務上又は通勤により負傷し、疾病にかかった場合において任命権
者が療養を必要と認めたときは、その療養中は有給休暇。
　職員が医師の診断を受けた結果、結核の判定を受けたときは、その療養中
は有給休暇。

　職員が任命権者の許可を得て登録された職員団体の業務又は活動に従事す
る期間。（無給）

　職員が、親族で負傷、疾病又は老齢により２週間以上にわたり日常生活を
営むのに支障がある者の介護をするため、６月の期間内で介護休暇を受ける
ことができる。休暇期間中の給与は減額。

　職員が負傷し、又は疾病にかかった場合において任命権者が療養を必要と
認めたときは、１８０日以内の期間は有給休暇。

職員の勤務条件等について

（参考）　雲南市職員の勤務時間、休暇等に関する条例・雲南市職員の勤務時間、休暇等
　　　　に関する規則・雲南市職員の勤務時間に関する規程

概　　　　　　　　　　　　　　要

１年（暦年）につき２０日
　年末に年次有給休暇の使用残日数があるときは、２０日を限度として翌年
に繰り越すことができる。

慶弔休暇

産前休暇

産後休暇

育児時間

７月から９月までの間に３日以内

２日以内

２日以内

子の看護のための休暇

生理休暇

リフレッシュ休暇

５日以内

夏季休暇

本人の結婚：７日以内　　妻の出産：３日以内
忌引：配偶者１０日以内、父母７日以内（血族）等
父母、配偶者及び子の追悼行事：年各々１日

産前８週間以内

出産の日の翌日から８週間

１日２回それぞれ６０分以内（満１歳まで）

付　与　日　数種　　　類

骨髄提供のための休暇

ボランティア休暇

必要と認められる期間

５日以内



２　職員の分限及び懲戒処分の状況

（1）　分限処分者数

市長部局等

処分の種類

処分事由

人 人 人 人 人

0

0

0

0

0 0 0 0 0

教育委員会

処分の種類

処分事由

人 人 人 人 人

0

0

0

0

0 0 0 0 0

（2）　懲戒処分者数

市長部局等

処分の種類

処分事由

人 人 人 人 人

0

0

0

0 0 0 0 0

教育委員会

処分の種類

処分事由

人 人 人 人 人

0

0

1 1

0 0 1 0 1

職に必要な適格性を欠く場合
（地方公務員法第28条第1項第3号）

合　　計

その他

合　計

（地方公務員法第28条第2項第1号）

（地方公務員法第28条第1項第2号）

（地方公務員法第28条第2項第1号）

勤務成績が良くない場合
（地方公務員法第28条第1項第1号）

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合
（地方公務員法第28条第1項第3号）

その他

合　　計

勤務成績が良くない場合
（地方公務員法第28条第1項第1号）

心身の故障の場合
（地方公務員法第28条第1項第2号）

降　任 免　職 休　職 降　給

合　計

戒　告 減　給 停　職 免　職 合　計

降　任 免　職 休　職 降　給

（地方公務員法第29条第1項第2号）

全体の奉仕者たるにふさわし
くない非行のあった場合

（地方公務員法第29条第1項第3号）

法令に違反した場合
（地方公務員法第29条第1項第1号）

職務上の義務に違反し、又は
職務を怠った場合

合　　計

戒　告 減　給 停　職 免　職 合　計

法令に違反した場合
（地方公務員法第29条第1項第1号）

合　　計

職務上の義務に違反し、又は
職務を怠った場合

（地方公務員法第29条第1項第2号）

全体の奉仕者たるにふさわし
くない非行のあった場合

（地方公務員法第29条第1項第3号）



３　職員の服務の状況

（1）　職員の年次有給休暇の取得状況

市長部局等

教育委員会

（2）　育児休業の取得状況

（3）　介護休暇の取得状況

女性職員

男性職員

女性職員

1月以下
1月超え
2月以下

2月超え
3月以下

3月超え
4月以下

4月超え
5月以下

5月超え

人 人 人 人 人 人

女性職員

男性職員

女性職員

0 0 0 0 0 0

23.64,833 1,139 121 9.4

0 0 0

男性職員

うち両休業
取得者数

計

介護休暇
取得者数

休暇の取得形式

全日型
中　心

時間型
中　心

人 人 人

5

0

0

0

0

6

1

5

区　　分
消化率

Ｂ／Ａ（％）

23.4

平均取得日数

Ｂ／Ｃ（日）

9.3

全対象職員数

Ｃ（人）

511

総取得日数

Ｂ（日）

4,729

総付与日数

Ａ（日）

20,206

区　　　　分

女性職員
5

男性職員

女性職員

市長部局等

教育委員会

（注）　対象期間　暦年（平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日まで）

（注）　　「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」及び「う
　　　　ち両休業取得者数」の欄の上段は平成１７年度に新たに育
　　　　児休業（部分休業）を取得した者、下段は育児休業（部分
　　　　休業）の期間が平成１６年度から１７年度にかけて引き続
　　　　いている者の数

育児休業
取得者数

部分休業
取得者数

人 人 人

計

男性職員

介護休暇承認期間

市長部局等

教育委員会

計

教育委員会

市長部局等
男性職員



４　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（1）　研修の状況

研修回数 研修日数 受講者数

2 10 12

5 3 7

5 3 14

4 2 14

1 3 15

10 2～3 29

11 1 295

1 1 341

10 1～2 24

特別研修
職員が自らの能力開発のため自主的に
講座を選択して受講する
※島根県自治研修所

人権・同和研修

一般職員第Ⅱ課程

中堅職員

新任課長

市民の人権の尊重と人権問題の解決に
向け市職員の共通理解を図る

対象：経験年数７～１０年の職員
※島根県自治研修所

対象：概ね３４歳の職員
※島根県自治研修所

対象：新たに課長となった職員
※島根県自治研修所

研修名等 備　　　　　　考

一般職員第Ⅰ課程
対象：経験年数３～４年の職員
※島根県自治研修所

対象：16年度採用及び17年度採用職員
※島根県自治研修所新規採用職員

（注）　１　研修の状況は、平成17年4月1日～平成18年3月31日の数値。

　　　　２　「島根県自治研修所」とは、県職員と市町村職員の研修をする機関。市町村が島根
　　　　　　県へ業務を委託している。

派遣研修

接遇研修

幅広い行政能力や専門知識等を習得させる
ため職員を国又は地方公共団体若しくは学
校その他これらに準ずる団体及び研修機関
へ派遣して行う研修

職員の応接態度の向上を図る



５　職員の福祉及び利益の保護の状況

（1）　安全衛生管理体制

選任状況

区　　分

専任す
べき事
業場数
(箇所)

うち専
任事業
場数
(箇所)

専任す
べき事
業場数
(箇所)

うち専
任事業
場数
(箇所)

専任す
べき事
業場数
(箇所)

うち専
任事業
場数
(箇所)

専任者
数

(人)

専任す
べき事
業場数
(箇所)

うち専
任事業
場数
(箇所)

1 1 1 1 2 14 9

　 　 28

区　　分

専任す
べき事
業場数

(箇所)

うち専
任事業
場数

(箇所)

専任者
数

(人)

実専任
者数

(箇所)

設置す
べき事
業場数

(箇所)

うち設
置事業
場数

(箇所)

設置す
べき事
業場数

(箇所)

うち設
置事業
場数

(箇所)

1 1 1 1 1 1

（2）　職員のための福利厚生活動事業費

（2）　職員のための福利厚生活動事業費

※　人間ドック受診者を含む

市長部局

教育委員会

安全衛生
推進者等

衛生管理者

市長部局

産　　業　　医
委　　員　　会

総括安全
衛生管理者

安全管理者

衛生委員会

教育委員会

安全委員会 左のう
ち、安
全衛生
委員会
として
設置し
ている
事業場
数
(箇所)

選任状況

メンタルヘルス対策事業
　職員が精神疾患の予防、病気及び医療に関して適
切なアドバイスを受けられるように研修を実施し
た。

75

決　算　額
（千円）

事業の概要・目的

安全衛生委員会の開催
　職員が職場で安全で健康に働けるようにするた
め、安全衛生委員会を開催し職場環境・衛生管理に
ついて検討し対策を協議した。

0

事　業　名

5,998

特殊健康診断事業
　特にVDT(ｳﾞｨｼﾞｭｱﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲﾀｰﾐﾅﾙ）作業の多い職
員を対象に検診を行った。

35

健康診断事業
　職員に対して、法定健康診断及び生活習慣病対策
としての各種健康診断を実施した。

合　　　計 6,108

対　象　者 受　診　者

定期健康診断
人 人

850 820



１　競争試験

（1）　採用試験

　 ア　試験実施概要

受　付
期　間

第1次
試 験

第2次
試 験

高校卒業程度

平成17年9
月26日～
10月21日
まで

平成17年
11月6日

平成17年
12月4日

大学卒業程度

平成17年9
月26日～
10月21日
まで

平成17年
11月6日

平成17年
12月4日

資格免許職

平成17年9
月26日～
10月21日
まで

Ⅰ　職員の競争試験及び選考の状況

試 験 区 分試験の種　類

一般事務職
（高卒）

　昭和55年4月2日か
ら昭和63年4月１日
までに生れた者
　大学卒業（見込
み）者は受験できま
せん
　性別は問いません

試験内容

第1次試験 第2次試験
受 験 資 格

試験日程

教養試験
　公務員として必
要な一般知識及び
知能について択一
式による筆記試験

一般性格診断検査
　職務及び職場へ
の適応性を、一般
的な性格の面から
みる検査

文章による表現
力、課題に対す
る理解力等の能
力についての筆
記試験

個別の面接試験

教養試験
　公務員として必
要な一般知識及び
知能について択一
式による筆記試験

専門試験
　専門知識、技術
等の能力につい
て、択一式による
筆記試験

一般性格診断検査
　職務及び職場へ
の適応性を、一般
的な性格の面から
みる検査

文章による表現
力、課題に対す
る理解力等の能
力についての筆
記試験

個別の面接試験

一般事務職
（大卒）

　昭和51年4月2日か
ら昭和59年4月1日ま
でに生れた者
　学歴・性別は問い
ません

一般技術職
（建築）

　昭和45年4月2日か
ら昭和57年4月1日ま
でに生れたもの
　一級建築士免許を
有する者又は平成18
年3月末までに行わ
れる国家試験により
当該免許を取得する
見込みの者
　学歴・性別は問い
ません



　 イ　試験実施結果

受験率 最終合格率 最終倍率 採用者数

大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 (B)/(A) 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 (D)/(B) (B)/(D) H18.5.1現在

男 63 48 48 76.2% 7 7 7 3 3 6.3% 16.0 3

女 27 27 27 100.0% 1 1 1 1 1 3.7% 27.0 1

計 90 75 0 0 0 75 83.3% 8 0 0 0 8 8 4 0 0 0 4 5.3% 18.8 4

男 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

女 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

計 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

男 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

女 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

計 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

男 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

女 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

計 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

男 63 48 0 0 0 48 76.2% 7 0 0 0 7 7 3 0 0 0 3 6.3% 16.0 3

女 27 27 0 0 0 27 100.0% 1 0 0 0 1 1 1 0 0 0 1 3.7% 27.0 1

計 90 75 0 0 0 75 83.3% 8 0 0 0 8 8 4 0 0 0 4 5.3% 18.8 4

受験率 最終合格率 最終倍率 採用者数

　 　
短大・
高校卒

その他 計 (B)/(A) 　 　
短大・
高校卒

その他 計 　 　
短大・
高校卒

その他 計 (D)/(B) (B)/(D) H18.5.1現在

男 24 21 21 87.5% 5 5 5 1 1 4.8% 21.0 1

女 10 9 9 90.0% 0 0 0 0 0 0.0% #DIV/0!

計 34 0 0 30 0 30 88.2% 0 0 5 0 5 5 0 0 1 0 1 3.3% 30.0 1

男 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

女 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

計 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

男 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

女 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

計 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

男 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

女 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

計 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

男 24 0 0 21 0 21 87.5% 0 0 5 0 5 5 0 0 1 0 1 4.8% 21.0 1

女 10 0 0 9 0 9 90.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0% #DIV/0! 0

計 34 0 0 30 0 30 88.2% 0 0 5 0 5 5 0 0 1 0 1 3.3% 30.0 1

受験者数(B) 最終合格者数(D)
試験区分

採用
予定
人員

性
別

受験申
込者数
(A)

第１次試験合格者数(C)試験
種類

第２次
試験受
験者数

若干名一般事務

　

合計 　

試験
種類

試験区分
採用
予定
人員

大
学
卒
業
程
度

第２次
試験受
験者数

最終合格者数(D)

一般事務 若干名

性
別

受験申
込者数
(A)

受験者数(B) 第１次試験合格者数(C)

高
校
卒
業
程
度

合計 　



受験率 最終合格率 最終倍率 採用者数

大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 (B)/(A) 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 (D)/(B) (B)/(D) H18.5.1現在

男 0 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

女 0 0 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

計 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

男 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

女 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

計 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

男 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!

女 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!
計 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0
男 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!
女 0 #DIV/0! 0 0 #DIV/0! #DIV/0!
計 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0
男 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0
女 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0
計 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

合計 　

最終合格者数(D)

資
格
免
許
職

建築士 若干名

受験申
込者数
(A)

受験者数(B) 第１次試験合格者数(C)
第２次
試験受
験者数

試験
種類

試験区分
採用
予定
人員

性
別




